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4.サンルダム検証に係る検討の内容 
 

4.1 検証対象ダム事業等の点検 
検証要領細目に基づき、サンルダム建設事業等の点検を行った。 
 

4.1.1 総事業費及び工期 
現在保有している最新のデータや技術的知見等の範囲で、「サンルダムの

建設に関する基本計画（平成 20年 6月変更）」（以下「基本計画」という。）

で定められている総事業費及び工期を点検した※1。 
 
※1 今回算定した経費には、さらなるコスト縮減や工期短縮などの期待的

要素は含まれていない。 
また、検証の結論に沿って、いずれの対策を実施する場合においても、
実際の施工にあたっては、さらなるコスト縮減や工期短縮に対して最
大限の努力をする。 

 
(1) 総事業費 

基本計画策定時からの変動要因及び検証に要する費用を主な変動要因

として整理するとともに今後の変動要素の分析評価をした。 
1) 点検の概要 

平成 24年度末の点検結果は、表 4.1.1のとおりである。 
今回の検証に用いる残事業費は、平成 25 年度以降を想定し、表 4.1.1

「サンルダム建設事業費 総事業費の点検結果」に示した「平成 25年度以

降残事業費」約 225億円とした。 
なお、今回の検証に用いる残事業費は点検結果である約 225億円を使用

する。 
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(2) 工期 

工期の点検にあたっては、基本計画に示された工期を対象に、平成 20
年度（基本計画の直近の変更年）以降現時点までに得られている最新の知

見等を踏まえ、事業完了までに要する工事等の工期の点検を以下の観点か

ら行った。 
・現基本計画（平成 20年 6月変更）に設定した工期を対象に点検。 
・この点検においては、検証終了後に事業を進めるために必要な予算が

確保されることを仮定し、工期を点検。 
・平成 21 年度に準備していた堤体工事の発注に向けた設計積算内容を

反映し、工期を点検。 
ダム本体工事を含む残工事の工期を算定した結果、表 4.1.2に示すとお

り、本体工事に着手する年を含め 5年で完成する工期に変更はない。 
 

表 4.1.2 事業完了までに要する必要な工期（案） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

※ 予算上の制約や入札手続の状況等によっては、点検内容のとおりとはならない場

合がある。 

※ 付替道路については、平成 24年度には全線供用を予定している。 
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4.1.2 堆砂計画 

サンルダムの堆砂容量（700 万 m3）について、最新のデータを用いて点検

を行った。 
 
1) 堆砂容量の考え方 

サンルダムの堆砂容量については、次に示す手法により設定されている。 
・サンルダムの堆砂計画は、近傍ダムの堆砂実績（平成３年まで）及び

各統計的手法による推定から、堆砂容量を決定（表 4.1.3、表 4.1.4）。 
・近傍ダムの堆砂実績及び各種統計的手法による推定値から、上位・下

位の値を除外することから、大雪ダムの実績比堆砂量及び江崎の方法

による推定値を考慮し、サンルダムの計画比堆砂量※１を 350m3/km2/
年と決定。 
※１ 実績の堆砂量を流域面積と運用年数で除した値（m3/km2/年）。

流域からの土砂の流入により、どの程度貯水池内に堆砂するか

を示す指標 

 

 
表 4.1.3 近傍ダム堆砂実績（平成 3年まで） 

ダム名 
流域面積 
（km2） 

計画比堆砂量 
（m3/km2/年） 

実績比堆砂量 
（m3/km2/年） 

経過年数 
（年） 

大雪ダム 291.6 338 365 17 
岩尾内ダム 331.4 300 118 20 

 
表 4.1.4 統計的手法による堆砂量の推定 

 推定比堆砂量 
（m3/km2/年） 

 

田中の方法 40～418（最確値 229）  
江崎の方法 336  
石外の方法 16～118（平均値 67） ※除外 
鶴見の方法 3,743 ※除外 
吉良の方法 187  

 

サンルダムの堆砂計画（現計画） 
① 計画比堆砂量： 350m3/km2/年 
  （近傍ダムの堆砂実績、統計的手法から算出） 
② 流域面積： 182.5km2 
③ 計画堆砂年： 100年間 
④ 堆砂容量： ①×②×③ ≒  700万 m3 
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2) サンルダムの点検 

堆砂計画の点検にあたり、改めて類似ダムを抽出するとともに、これら

ダムの堆砂状況を近年まで考慮するなどして点検を行った。 
 
・今回の点検では、流域面積、表層の地質構成、貯水池回転率に着目

し、大雪ダム、十勝ダム、岩尾内ダムを類似ダムとして改めて抽出

（表 4.1.5）。 
・類似ダムの堆砂実績を平成 21年度まで更新し、「実績比堆砂量」と

実績の比堆砂量を用いて確率評価した「確率比堆砂量」により、現

堆砂計画を点検（表 4.1.6）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.1.1 近傍ダム一覧 

十勝ダム

鹿ノ子ダム

大雪ダム

小平ダム

100km100km
サンルダム

有明ダム

岩尾内ダム

愛別ダム

50km

出展：『地質分類図（北海道Ⅵ網走支庁）』（昭和53年） （財）日本地図センター出典：
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表 4.1.5 類似ダムの抽出 

ダム名 サンルダム 大雪ダム 十勝ダム 鹿ノ子ダム 

流域面積（km2) 182.5 291.6 592.0 124.0 

岩盤分類 火山性岩石が主体 
火山性岩石、半固結～

固結堆積物が主体 
火山性岩石、半固結～

固結堆積物が主体 
火山性岩石、半固結～

固結堆積物が主体 流域の表層 
地質構成比 

岩種別 流紋岩、安山岩が主体 安山岩、粘板岩が主体 
安山岩、粘板岩、軽石

流堆積物が主体 
砂岩泥岩互層、粘板岩、

軽石堆積物が主体  

年平均回転率 3.8 6.2 2.8 1.8 

類
似
ダ
ム
抽
出 

判定   

抽出  
（流域面積が比較的

大きく、表層地質とし

て火山性岩石が多く

分布している） 

抽出  
（流域面積が比較的

大きく、表層地質とし

て火山性岩石が多く

分布している） 

（表層地質として火山

性岩石が多く分布して

いるものの、岩種がサ

ンルダムと異なり安山

岩質岩石でない） 

 
ダム名 岩尾内ダム 有明ダム 愛別ダム 小平ダム 

流域面積（km2) 331.4 19.5 41.8 186.1 

岩盤分類 
火山性岩石、半固結～

固結堆積物が主体 
半固結～固結堆積物

が主体 
火山性岩石、半固結～

固結堆積物が主体 
半固結～固結堆積物が

主体 流域の表層 
地質構成比 

岩種別 安山岩、礫岩が主体 
砂岩泥岩の互層が主

体 
安山岩、粘板岩、砂岩

泥岩の互層が主体 
砂岩泥岩の互層、泥岩

が主体 

年平均回転率 4.3 14.6 6.7 9.7 

類
似
ダ
ム
抽
出 

判定 

抽出  
（流域面積が比較的

大きく、表層地質とし

て火山性岩石が多く

分布している） 

（流域面積が小さく、

表層地質が火山性岩

石からなっていない） 
（流域面積が小さい） 

（表層地質が火山性岩

石からなっていない） 

 
表 4.1.6 類似ダムの堆砂実績（平成 21年まで）からの推定結果 

ダム名 サンルダム 大雪ダム 十勝ダム 岩尾内ダム 

竣工年   昭和 49年 昭和 59年 昭和 46年 

経過年数（年）   35 25 39 

計画堆砂量 
（万 m3） 

700 1,130 2,400 1,000 

計画比堆砂量 
（m3/km2/年） 

350 388 400 300 

実績比堆砂量 
（m3/km2/年） 

  166 277 168 

点
検
結
果 

確率比堆砂量 
（m3/km2/年） 

  302 321 181 

 
3) 点検結果及び評価 

点検の結果、類似ダムの堆砂量からの推定は 166～321m3/km2/年となり、

サンルダムの計画比堆砂量 350m3/km2/年以下の値であることを確認した。 
従って、現堆砂計画は妥当であると判断し、堆砂容量 700万 m3の変更は

行わない。 
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4.1.3 計画の前提となっているデータ 
(1) 点検の実施 

検証要領細目「第 4 再評価の視点」（1）で規定されている「過去の洪

水実績など計画の前提となっているデータ等について詳細に点検を行う」

に基づき雨量データ及び流量データの点検を実施した。 
今回の検証に係る検討は、点検の結果、必要な修正を反映したデータを

用いて実施している。 
 

(2) 点検結果 
雨量データ及び流量データの点検結果を別冊資料に示す。 
 

 




